
事業番号 14

警察教養 担当部局庁 長官官房 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

- 担当課室 人事課（教養）
長官官房参事官
中川　正浩

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 別添参照

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

警察法第37条第１項第２号
警察法施行令第２条第２号

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

  警察職員が行う警察活動の内容については、全国的な均質性が求められることから、警察職員に対する教育訓練（警察教養）の水準は、
統一的な維持向上が図られることが必要である。
   このため、国家公安委員会の管理の下、警察庁長官が示す警察教養の重点等に従って、警察庁において、各級警察学校及び各職場に
おける教養を一体的、計画的に推進する。

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　 警察教養では、主として、都道府県警察学校、管区警察学校、警察大学校において、新たに採用した警察職員に対する採用時教養、昇任
者に対する昇任時教養、専門分野に応じた各種専科教養、警察の直面する課題等に関する各種調査研究、警察官が職務を執行する上で
必要不可欠な柔道、剣道、逮捕術、拳銃操法等の術科教養等を実施する。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　■その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

0 0 0

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 6,501 6,041 5,995 6,143 5,840

補正予算 0

繰越し等 0 △ 144 0 0

6,501 5,897 5,995 6,143 5,840

執行額 5,740 5,629 5,904

執行率（％） 88% 95% 98%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

24年度
目標値
（　　年度）

（成果目標）
　警察職員に必要な教養の実施
（成果指標）
　教養を受けた警察職員の延べ人数

成果実績 人日 4,114,356 4,594,218 4,299,715 -

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

同上

同上 同上 同上

－

―

(       －      ) (       －     ) (      －　  )

単位当たり
コスト

5,904,414（千円／年） 算出根拠 　年間執行額

同上

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

謝金 218 208 要求額のうち、「新しい日本のための優先課題推進枠」0.4百万円

3,715 3,512

物品購入費 2,210 2,120

旅費

6,143 5,840

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （　警察庁　）

計



情報通信局

○

○

42

　警察職員が適正に職務を執行するに当たっては、教育
訓練の充実強化が必要不可欠であり、優先度の高い事
業である。そのため、警察職員に対する教育訓練（警察
教養）の水準が、全国統一的な維持向上が図られるよ
う、警察庁において、各級警察学校及び各職場における
教養を一体的、計画的に推進している。

　通信教養は、主として、警察における情報通信に関す
る技術的研究、警察情報通信施設の維持管理、運用に
必要な専門技術等の教養を行っているのに対し、本事業
は、採用時教養、昇任時教養、各種専科教養のほか警
察官が職務を執行する上で必要不可欠な術科教養等を
行っており、通信教養とは適切な役割分担となっている。

所管府省・部局名

通信教養

備考

外部有識者の所見

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

　教養対象者見込数を調査することにより必要額を算出
しているほか、新たな教養課程を実施する場合において
も既存の課程を見直すなど、内容を精査している。

重
複
排
除

○

○

12

－

－

○

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　効率的な研修の実施等を推進する観点から、これまで
報告を受けてきた教養実施計画・結果に加え、各研修施
設から、教場、宿泊施設及び体育施設の稼働状況の報
告を求める仕組みを新たに構築し、より効率的な研修の
実施に向けた取組を推進している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

平成24年平成23年

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

当初11 57平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の
改
善

関連する過去のレビューシートの事業番号

特になし。

　警察教養に必要な物品等の調達については、平成26年度において概算要求を行うに当たり、実績単価の反映、調達数の見直し等を実施し、
予算額の縮減に努めること。

　警察教養に必要な経費については、平成26年度予算の概算要求を行うに当たり、学校教養計画のうち専科教養の見直しを図った。（縮減額：
113百万円）

縮
減

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者の点検対象外

１　支出先・使途の把握水準・状況
　  警察庁において執行している経費はもとより、警察庁から各級警察学校に配分している経費についても警察庁に支出状況を報告させることにより、支
出先・使途については把握している。
２　見直しの余地
　  警察職員が適正に職務を執行するに当たっては、教育訓練の充実強化が必要不可欠であり、本事業は継続して実施する必要がある。
　  また、警察教養に必要な経費は、教養対象者見込数を調査することにより必要額を算出しているほか、新たな教養課程を実施する場合においても既
存の課程を見直すなど、内容を精査している。
　  なお、予算要求に当たっての単価に関しては、調達実績を勘案し、予算の積算の見直しを図る。

評　価項　　目

点
検
結
果



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

警察庁

５，９０４百万円

警察教養に要する経費を直接執行するほ

か、警察大学校、地方機関、都道府県警

察に予算配賦

A.民間会社
（４者）

８百万円

＜物品購入等＞
【一般競争入札・

随意契約(少額その他)】

警察教養に必要な
物品を納入

B.外部有識者等
（12人）

0,2百万円

＜謝金＞

講義等を依頼した
外部有識者に対し
て謝金を支出

C.警察学校等
入校者（384人）

16百万円

＜旅費＞

警察学校等に入校
した警察職員に対
して旅費を支出

警察大学校

７９２百万円

【予算配賦】

E.民間会社
（130者）

565百万円

＜物品購入等＞
【一般競争入札・

随意契約(少額その他）】

警察教養に必要な
物品を納入

F.外部有識者等
（1,207人）
96百万円

＜謝金＞

講義等を依頼した外
部有識者に対して謝
金を支出

G.警察学校等
入校者（7,907人）

131百万円

＜旅費＞

警察学校等に入校
した警察職員に対
して旅費を支出

地方機関
（１３機関）
１９５百万円

関東管区警察学校
１０５百万円

H.地方機関

【予算配賦】

物品購入、謝金等

を支出

I.民間会社
（60者）
８４百万円

＜物品購入等＞
【一般競争入札・

随意契約(少額その他）】

警察教養に必要な
物品を納入

J.外部有識者等
（230人）
４百万円

＜謝金＞

講義等を依頼した
外部有識者に対し
て謝金を支出

K.警察学校等
入校者（3,407人）

17百万円

＜旅費＞

警察学校等に入校
した警察職員に対
して旅費を支出

道府県警察本部
（４６機関）

３，５９１百万円

警視庁
８２６百万円

Ｌ.都道府県警察

【予算配賦】

M.民間会社
（53者）

354百万円

＜物品購入等＞
【一般競争入札等・

随意契約(少額その他）】

警察教養に必要
な物品を納入

N.外部有識者等
（190人）
６百万円

＜謝金＞

O.警察学校等
入校者（15,253人）

466百万円

＜旅費＞

【支出委任】

Ｐ.近畿地方整備局
２４百万円

役務費を支出

＜物品購入等＞

【一般競争入札】

Ｑ.民間会社
（1者）

24百万円

警察施設の整備
に必要な役務を
実施

物品購入、謝金等

を支出

物品購入、謝金等

を支出

Ｄ.附属機関

附属機関
（２機関）
３７２百万円

講義等を依頼した
外部有識者に対し
て謝金を支出

警察学校等に入校
した警察職員に対
して旅費を支出



計 792 計 105

予算配賦 警察教養に要する経費 792 予算配賦 警察教養に要する経費 105

Ｄ.警察大学校 Ｈ.関東管区警察学校

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 16 計 131

旅費 入校旅費 16 旅費 入校旅費 131

C.警察学校等入校者 Ｇ.警察学校等入校者

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 96

諸謝金 講師に対する謝金 96

B. Ｆ.外部有識者等

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 4 計 337

高度運転技術海外研修訓練委託授業料 4 人件費等 警察大学校施設等管理業務ほか 337

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.METOROPORITAN PORICE AUTHORITY FUND E.三井物産ファシリティーズ（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費等



計 826 計 24

予算配賦 警察教養に要する経費 826 支出委任 警察施設の整備に要する経費 24

L.警視庁 Ｐ.近畿地方整備局

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 17 計 466

旅費 入校旅費 17 旅費 入校旅費 466

Ｋ.警察学校等入校者 O.警察学校等入校者

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 4 計 6

諸謝金 講師に対する謝金 4 諸謝金 講師に対する謝金 6

Ｊ.外部有識者等 Ｎ.外部有識者等

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 21 計 294

使　途 金　額
(百万円）

人件費等 警察緊急自動車運転技能中堅指導者専科
委託教養ほか

21 人件費等 警視庁警察学校総合ビル管理委託ほか 294

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.自動車安全運転センター M.（株）太平エンジニアリング

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目



使　途費　目

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Q.（株）日建設計

金　額
(百万円）

人件費等 大阪府警察学校整備等事業業績監視等業
務

24

使　途費　目金　額
(百万円）

計 24 計 0

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

10

9

8

7

6

5

4

3 皇宮警察 予算配賦 7

2 科学警察研究所 予算配賦 365

1 警察大学校 予算配賦 792

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 警察学校等入校者 入校旅費（延べ384人） 16

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

8

9

10

7

講師に対する謝金（延べ12人） 0.2

6

4

5

3

1 外部有識者等

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
METOROPORITAN PORICE
AUTHORITY FUND

高度運転技術海外研修訓練委託授業料 4 随意契約

2 出光興産（株） 航空タービン燃料 2 1

3 （株）エアロパートーナーズ ヘリコプター用部品 1 随意契約

4 （株）バークレーハウス 語学研修 1 随意契約

5

6

7

8

9

落札率

10



E.

F.

5

4

3

2

1 外部有識者等 講師に対する謝金（延べ1,207人） 96

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 富士ゼロックス（株） 6

9 インターナショナルエジュケーションサービス（株） 7

8 ヒューマンコム（株） 10

7 （株）ジャック・インターナショナル 10

6 （株）リコー 11

5 自動車安全運転センター安全運転中央研修所 14

4 （株）バークレーハウス 21

3 公益財団法人アジア・アフリカ文化財団 22 1

2 一般財団法人日本自動車研究所 交通事故鑑識官養成委託研修 66 1

1 三井物産ファシリティーズ（株） 337

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

（内訳） 警察大学校施設等管理業務 336 3

プレフィルター 1 随意契約

（内訳） 国際警察センター語学研修科ウルドゥ語（Ⅰ課程）委託研修 8 1

国際警察センター語学研修科アラビア語（Ⅰ課程）委託研修 5 2

国際警察センター語学研修科インドネシア語（Ⅱ課程）委託研修 4 随意契約

国際警察センター語学研修科タイ語（Ⅱ課程）委託研修 4 随意契約

国際警察センター語学研修科韓国語能力試験受験料 1 随意契約

（内訳） 国際警察センター語学研修科タガログ語（Ⅰ課程）委託研修 8 1

国際警察センター語学研修科ベトナム語（Ⅱ課程）委託研修 8 随意契約

国際警察センター語学研修科ポルトガル語（Ⅱ課程）委託研修 5 随意契約

（内訳） 交通警察上級指導者課程 10 1

警察受傷事故防止指導者課程 4 1

（内訳） 印刷機賃貸借 4 随意契約

印刷機用インク等 3 2

インクトナーカートリッジ等 3 2

学生用端末印字装置修理 1 随意契約

（内訳） 国際警察センター語学研修科国際捜査官海外実務研修課程（ポルトガル語） 2 2

国際警察センター語学研修科ポルトガル語ブラッシュアップ課程 1 1

国際警察センター語学研修科国際捜査官海外実務研修課程（タガログ語） 1 2

国際警察センター語学研修科国際捜査官海外実務研修課程（韓国語） 1 2

国際警察センター語学研修科北京語レベルチェック試験 1 1

（内訳） 国際警察センター語学研修科ベトナム語（Ⅰ課程）委託研修 7 2

国際警察センター語学研修科国際捜査官海外実務研修課程（北京語） 3 1

（内訳） 国際警察センター捜査実務研修科国際研修第二課程（フランス語） 1 2

国際警察センター捜査実務研修科国際研修第二課程（スペイン語） 1 3

国際警察センター語学研修科韓国語ブラッシュアップ課程 1 2

国際警察センター語学研修科北京語ブラッシュアップ課程 1 2

国際警察センター語学研修科ベトナム語ブラッシュアップ課程 1 3

（内訳） 複写機用用紙等 4 4

電子複写機等保守 1 随意契約

電子複写機賃貸借・保守等 1 随意契約



G.

H.

I.

J.

（内訳） 警備業担当者養成専科教養に必要な会場等の借上げ等 2 1

（内訳） 自習室用机等 5 4

サイバーテロ対策技術専科（応用コース）委託教養 4 2

（内訳） サイバーテロ対策技術専科（基礎コース）委託教養 9 2

警衛・警護車列専科委託教養 3 1

（内訳） 警察緊急自動車運転技能中堅指導者専科委託教養 18 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 (社)警備員特別講習事業センター 2

9 三和印刷（株） 印刷物（入校前学習の手引き）等 2 随意契約

8 協和工業（株） 射撃場換気装置フィルター交換・廃棄等 2 随意契約

7 美保産業（株） 射撃用標的等 3 随意契約

6 （株）サイバーディフェンス研究所 情報セキュリティ・アドバイザー専科委託教養 3 1

5 広友サービス（株） 5

4 （株）ラック サイバー犯罪捜査技術専科委託教養 6 2

3 バブ日立工業（株） 関東管区警察学校射撃場バックストップ交換等作業 8 2

2 シーティーシー・テクノロジー（株） 13

1 自動車安全運転センター 21

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 中国管区警察局 予算配賦 3

9 中部管区警察局 予算配賦 4

8 関東管区警察局 予算配賦 5

7 四国管区警察学校 予算配賦 6

6 中国管区警察学校 予算配賦 9

5 九州管区警察学校 予算配賦 14

4 近畿管区警察学校 予算配賦 21

3 中部管区警察学校 予算配賦 37

2 東北管区警察学校 予算配賦 88

1 関東管区警察学校 予算配賦 105

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 警察学校等入校者 入校旅費（延べ7,907人） 131

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6



K.

L.

M.

（内訳） 射撃用標的等 3 2

警視庁警察学校廃棄物（汚泥等）処分委託 2 2

（内訳） 警視庁警察学校排水槽等清掃及び廃棄物収集運搬委託 4 1

警察緊急自動車運転技能者専科教養委託 2 随意契約

（内訳） 警視庁警察学校総合ビル管理委託 278 4

警視庁警察学校総合ビル管理委託その２ 16 3

（内訳） 警察緊急自動車運転技能者専科教養委託 3 随意契約

警察緊急自動車運転技能者専科教養委託 2 随意契約

警察緊急自動車運転技能者専科教養委託 2 随意契約

5 美保産業（株） 3

4 （株）タカヤマ 6

3 自動車安全運転センター 9

2 （株）京三製作所 警視庁警察学校射撃場停弾ゴム等交換委託単価契約 25 1

1 （株）太平エンジニアリング 294

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 京都府警察本部 予算配賦 116

9 福岡県警察本部 予算配賦 156

8 埼玉県警察本部 予算配賦 166

7 北海道警察本部 予算配賦 166

6 兵庫県警察本部 予算配賦 173

5 千葉県警察本部 予算配賦 176

4 愛知県警察本部 予算配賦 182

3 神奈川県警察本部 予算配賦 190

2 大阪府警察本部 予算配賦 275

1 警視庁 予算配賦 826

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 警察学校等入校者 入校旅費（延べ3,407人） 17

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

9

8

7

6

5

4

3

2

1 外部有識者等 講師に対する謝金（延べ230人） 4



N.

O.

P.

Q.

6

5

4

3

2

1 （株）日建設計 大阪府警察学校整備等事業業績監視等業務 24 1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 近畿地方整備局 支出委任 24

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 警察学校等入校者 入校旅費（延べ15,253人） 466

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 外部有識者等 講師に対する謝金（延べ190人） 6

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 （株）マルカネ カビ取り洗剤ほか 1 随意契約

9 （有）山中商店 ＯＡシートラベル等 1 随意契約

8 （株）寺畑商会 安全弁等 1 随意契約

7 （株）池田理化 口腔細胞採取キット等 2 随意契約

6 （株）パブリック商会 蛍光ランプ等 2 4



10

9

8

7



６　犯罪被害者等の支援の充実
１　犯罪被害者等に対する経済的支援・精神的支援等総合的な支援
　の充実

７　安心できるＩＴ社会の実現
１　情報セキュリティーの確保とネットワーク利用犯罪等サイバー犯罪
　の抑止

２　運転者対策の推進

３　道路交通環境の整備

５　国の公安の維持 １　重大テロ事案等を含む警備犯罪への的確な対処

２　大規模自然災害等の重大事案への的確な対処

３　対日有害活動・国際テロ等の未然防止及びこれらの事案への的
　確な対処

４　科学技術を活用した捜査の更なる推進

５　被疑者取調べの適正化の更なる推進

３　組織犯罪対策の強化 １　暴力団等犯罪組織の存立基盤の弱体化

２　来日外国人犯罪対策の強化

４　安全かつ快適な交通の確保 １　歩行者・自転車利用者の安全確保

２　地域警察官による街頭活動及び初動警察活動の強化

３　良好な経済活動等の確保及び環境破壊等の防止

２　犯罪捜査の的確な推進 １　重要犯罪・重要窃盗犯の検挙向上

２　政治・行政・経済の構造的不正の追及の強化

３　振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺の捜査活動及び予防活動の
　強化

別　添

政　　策　　・　　施　　策　　名

政策 施策

１　市民生活の安全と平穏の確保 １　総合的な犯罪抑止対策の推進


